
新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
第１編 共通編 

 

第１章 総則 

第 1－1 条 【 省 略 】 

 

第 1－2 条 用語の定義 

  共通仕様書に使用する用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(11) 【 省 略 】 

 (12)「共通仕様書」とは、調査業務等に共通する技術上の指示事項を定める図

書をいう。 

(13)～(26) 【 省 略 】 

(27)「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、記

名（署名または押印を含む）したものを有効とする。手渡しの他に、[削除]

電子メール等により伝達できるものとする。 

 (28)～(35) 【 省 略 】 

 

第 1－3 条～第 1－13 条 【 省 略 】 

 

第 1－14 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の変更

時、業務完了時において、業務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

 (1)【 省 略 】 

 (2)森林整備保全[削除]事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以

下、「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス（以

下、テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作

成した「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから調査職員に送信

される電子メールにより調査職員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請を

しなければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－15 条～第 1－43 条 【 省 略 】 

 

 

第２編 農業農村整備事業編 

 

第１章～第２章 【 省 略 】 

 

第３章 ボーリング調査 

第 3－1 条～第 3－2 条 【 省 略 】 

 

第 3－3 条 調査方法 

第１編 共通編 

 

第１章 総則 

第 1－1 条 【 省 略 】 

 

第 1－2 条 用語の定義 

  共通仕様書に使用する用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(11) 【 省 略 】 

 (12)「共通仕様書」とは、調査業務等に共通する接術上の指示事項を定める図

書をいう。 

 (13)～(26) 【 省 略 】 

 (27)「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、

記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。緊急を要する場合は

ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるものとする。 

 (28)～(35) 【 省 略 】 

 

第 1－3 条～第 1－13 条 【 省 略 】 

 

第 1－14 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の変更

時、業務完了時において、業務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

 (1)【 省 略 】 

 (2)森林整備保全事事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以下、

「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス（以下、

テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成し

た「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから監督職員に送信され

る電子メールにより監督職員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請をしな

ければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－15 条～第 1－43 条 【 省 略 】 

 

 

第２編 農業農村整備事業編 

 

第１章～第２章 【 省 略 】 

 

第３章 ボーリング調査 

第 3－1 条～第 3－2 条 【 省 略 】 

 

第 3－3 条 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

緊急時以外も電子メール等で

伝達が可能であることを明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

誤記修正 
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改  正  後 現     行 備 考 
 １～16 【 省 略 】 

 17 資料を採取するオールコアボーリング※１の場合は、詳細な地質状況の把握

が行えるよう、観察に供するコアを連続的に採取することとする。試料を採

取しない場合は、ノンコアボーリング※２を行うこととする。ノンコアボーリ

ング又はオールコアボーリングの適用は特別仕様書による。 

  ※１ オールコアボーリングとは、観察に供するコアを連続的に採取するボ

ーリングで、試料箱（コア箱）に収め、採取したコアを連続的に確認し、

詳細な地質状況の把握が可能なものをいう。 

  ※２ 【 省 略 】 

 

第 3－4 条～第 3－9 条 【 省 略 】 

 

第４章～第 13 章 【 省 略 】 

  

第３編 森林整備保全事業編 【 省 略 】 

 １～16 【 省 略 】 

 17 資料を採取するオールコアボーリング※１の場合は、詳細な地質状況の把握

が行えるよう、観察に供するコアを連続的に採取することとする。試料を採

取しない場合は、ノンコアボーリング※２を行うこととする。ノンコアボーリ

ング又はオールコアボーリングの適用は特別仕様書による。 

  ※１ オールコアボーリングとは、観察に供するコアを連続的に採取するボ

ーリングで、試料箱（コア箱）に納め、採取したコアを連続的に確認し、

詳細な地質状況の把握が可能なものをいう。 

  ※２ 【 省 略 】 

 

第 3－4 条～第 3－9 条 【 省 略 】 

 

第４章～第 13 章 【 省 略 】 

  

第３編 森林整備保全事業編 【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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改  正  後 現     行 備 考 
第１編 共通編 

 

第１章 総則 

第 1－1 条～第 1－2 条 【 省 略 】 

 

第 1－3 条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(25) 【 省 略 】 

 (26)「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、

記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。手渡しの他に、[削

除]電子メール等により伝達できるものとする。 

 (27)～(33) 【 省 略 】 

 

第 1－4 条～第 1－12 条 【 省 略 】 

 

第 1－13 条 業績実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の変更

時、業務完了時において、業務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

 (1)【 省 略 】 

 (2)森林整備保全[削除]事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以

下、「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス（以

下、テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作

成した「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから調査職員に送信

される電子メールにより調査職員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請を

しなければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－14 条 【 省 略 】 

 

第 1－15 条 関係官公庁への手続等 

１ 受注者は、測量業務等の実施に当たっては、発注者が行う測量法に規定する

公共測量に係る諸手続等、関係官公庁等への手続きの際に協力しなければなら

ない。 

  また、受注者は、測量業務等を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続

きが必要な場合には、速やかに行わなければならない。 

２ 【 省 略 】 

３ 受注者は、測量法第 21 条（永久標識及び一時標識に関する通知）、第 23 条

（永久標識及び一時標識の移転、撤去及び廃棄）、第 36 条（計画書についての助

言）、第 37 条（公共測量の表示等）、第 40 条（測量成果の提出）等の届出に必要

な資料を作成し調査職員に提出しなければならない。また、規定第 14 条に基づ

く測量成果の検定を行わなければならない。 

第１編 共通編 

 

第１章 総則 

第 1－1 条～第 1－2 条 【 省 略 】 

 

第 1－3 条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(25) 【 省 略 】 

 (26)「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、

記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。緊急を要する場合は

ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるものとする。 

 (27)～(33) 【 省 略 】 

 

第 1－4 条～第 1－12 条 【 省 略 】 

 

第 1－13 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の変更

時、業務完了時において、業務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

 (1)【 省 略 】 

 (2)森林整備保全事事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以下、

「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス（以下、

テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成し

た「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから監督職員に送信され

る電子メールにより監督職員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請をしな

ければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－14 条 【 省 略 】 

 

第 1－15 条 関係官公庁への手続等 

１ 受注者は、測量業務等の実施に当たっては、発注者が行う[追記]関係官公庁

等への手続きの際に協力しなければならない。 

  また、受注者は、測量業務等を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続

きが必要な場合には、速やかに行わなければならない。 

 

２ 【 省 略 】 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時以外も電子メール等で

伝達が可能であることを明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

公共測量に関する記述を追記 

 

 

 

 

 

測量法に基づく届出に必要な

資料の作成について追記 
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改  正  後 現     行 備 考 
 

第 1－16 条～第 1－41 条 【 省 略 】 

 

 

第２編 森林整備保全事業編 

 

第１章 路線測量 

第１節 測量に関する一般事項 

第 1－1 条～第 1－2 条 【 省 略 】 

 

第 1－3 条 測量の精度等 

  測量の精度及び単位は、表２－２及び表２－３に掲げるとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※上表の精度を標準とするが、これより高精度による測量成果を妨げるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－16 条～第 1－41 条 【 省 略 】 

 

 

第２編 森林整備保全事業編 

 

第１章 路線測量 

第１節 測量に関する一般事項 

第 1－1 条～第 1－2 条 【 省 略 】 

 

第 1－3 条 測量の精度等 

  測量の精度及び単位は、表２－２及び表２－３に掲げるとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  [追記] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   
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  ※上表の測定単位を標準とするが、この桁数以上による測定単位を妨げるも

のではない。 

 

第 1－4 条～第 1－22 条 【 省 略 】 

 

第２章 山地治山等測量 【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  [追記] 

 

 

第 1－4 条～第 1－22 条 【 省 略 】 

 

第２章 山地治山等測量 【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

追記 
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改  正  後 現     行 備 考 
第１編 共通編 

 

第１章 総則 

第 1－1 条 【 省 略 】 

 

第 1－2 条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(26) 【 省 略 】 

 (27) 「書面」とは手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、記

名（署名または押印を含む）したものを有効とする。手渡しの他に、[削

除] 電子メール等により伝達できるものとする。 

(28)～(34) 【 省 略 】 

 

第 1－3 条～第 1－6 条 【 省 略 】 

 

第 1－7 条 管理技術者 

１～２ 【 省 略 】 

３ 管理技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士(総合技術監理部門(業務

に該当する選択科目)又は業務に該当する部門)、博士（業務に該当する部門）、

農業土木技術管理士(農業農村整備事業に限る)、シビルコンサルティングマネー

ジャー(業務に該当する部門)、畑地かんがい技士(畑地かんがい業務に限る)、農

業水利施設機能総合診断士(農業水利施設システムの総合的な機能診断業務に限

る)、農業農村地理情報システム技師(地理情報システムに関する業務に限る)、 

農業水利施設補修工事品質管理士[コンクリート構造物分野]（農業水利施設補修

工事（コンクリート構造物）の設計業務に限る）、農業用ため池管理保全技士（農

業用ため池に関する業務に限る）、林業技士（業務に該当する部門）のいずれか

の資格を有するもの、又はこれと同等の能力と経験を有する技術者であり、日本

語に堪能(日本語通訳が確保できれば可)でなければならない。 

４～７ 【 省 略 】 

 

第 1－8 条 照査技術者及び照査の実施 

１ 【 省 略 】 

２ 照査技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士(総合技術監理部門(業務

に該当する選択科目)又は業務に該当する部門)、農業土木技術管理士(農業農

村整備事業に限る)、シビルコンサルティングマネージャー(業務に該当する部

門)のいずれかの資格を有するもの、畑地かんがい技士(畑地かんがい業務に限

る)、農業水利施設機能総合診断士(農業水利施設システムの総合的な機能診断

業務に限る)、農業用ため池管理保全技士（農業用ため池に関する業務に限る）

又は、これと同等の能力と経験を有する技術者であり、日本語に堪能(日本語

通訳が確保できれば可)でなければならない。 

３～７ 【 省 略 】 

 

第１編 共通編 

 

第１章 総則 

第 1－1 条 【 省 略 】 

 

第 1－2 条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(26) 【 省 略 】 

 (27) 「書面」とは手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、記

名（署名または押印を含む）したものを有効とする。緊急を要する場合は

ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるものとする。 

 (28)～(34) 【 省 略 】 

 

第 1－3 条～第 1－6 条 【 省 略 】 

 

第 1－7 条 管理技術者 

１～２ 【 省 略 】 

３ 管理技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士(総合技術監理部門(業務

に該当する選択科目)又は業務に該当する部門)、博士（業務に該当する部門）、

農業土木技術管理士(農業農村整備事業に限る)、シビルコンサルティングマネ

ージャー(業務に該当する部門)、畑地かんがい技士(畑地かんがい業務に限

る)、農業水利施設機能総合診断士(農業水利施設システムの総合的な機能診断

業務に限る)、農業農村地理情報システム技師(地理情報システムに関する業務

に限る)、 農業水利施設補修工事品質管理士[コンクリート構造物分野]（農業

水利施設補修工事（コンクリート構造物）の設計業務に限る）[追記]、林業技

士（業務に該当する部門）のいずれかの資格を有するもの、又はこれと同等の

能力と経験を有する技術者であり、日本語に堪能(日本語通訳が確保できれば

可)でなければならない。 

４～７ 【 省 略 】 

 

第 1－8 条 照査技術者及び照査の実施 

１ 【 省 略 】 

２ 照査技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士(総合技術監理部門(業務

に該当する選択科目)又は業務に該当する部門)、農業土木技術管理士(農業農

村整備事業に限る)、シビルコンサルティングマネージャー(業務に該当する部

門)のいずれかの資格を有するもの、畑地かんがい技士(畑地かんがい業務に限

る)、農業水利施設機能総合診断士(農業水利施設システムの総合的な機能診断

業務に限る)[追記]又は、これと同等の能力と経験を有する技術者であり、日

本語に堪能(日本語通訳が確保できれば可)でなければならない。 

 

３～７ 【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時以外も電子メール等で

伝達が可能であることを明記 
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新規追記 
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改  正  後 現     行 備 考 
第 1－9 条～第 1－10 条 【 省 略 】 

 

第 1－11 条 打合せ等 

１～３ 【 省 略 】 

４ 設計業務等の実施期間中に、指示、承認又は協議した重要な事項については、

その内容等を別に示す業務打合簿に記録し、相互に確認するものとする。 

 

第 1－12 条 【 省 略 】 

 

第 1－13 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の犯行

時、業務完了時において、実務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

  ただし、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。 

 (1) 【 省 略 】 

 (2)  森林整備保全[削除]事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター

（以下、「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サ

ービス(以下、テクリス)に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績

情報として作成した「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスか

ら調査職員に送信される電子メールにより調査職員の確認を受けた上で、

登録機関に登録申請しなければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－14 条～第 1－40 条 【 省 略 】 

 

 

第２編 農業農村整備事業編 【 省 略 】 

 

第３編 森林整備保全事業編 

 

第１章 設計業務等一般 

第 1－1 条 使用する技術基準等 

１ 受注者は、設計業務等の実施にあたって、仕様書によるもののほか「治山技

術基準」、「林道規程」、「林道技術基準」、「民有林補助治山事業全体計画作成

等要領」、「治山流域別調査要領」、「森林整備保全事業設計積算要領」、「森林

土木木製構造物設計等指針」及びこれらに関連する諸基準等によるものとし、

最新の技術基準及び参考図書並びに特別仕様書に基づいて行うものとする。な

お、使用にあたっては、事前に調査職員の承諾を得なければならない。 

 

第 1－2 条 現地踏査 

１ 【 省 略 】 

２ 受注者は、発注者と合同で現地踏査を実施する場合は、実施後に確認した事

第 1－9 条～第 1－10 条 【 省 略 】 

 

第 1－11 条 打合せ等 

１～３ 【 省 略 】 

４ 設計業等務の実施期間中に、指示、承認又は協議した重要な事項については、

その内容等を別に示す業務打合簿に記録し、相互に確認するものとする。 

 

第 1－12 条 【 省 略 】 

 

第 1－13 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の犯行

時、業務完了時において、実務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

  ただし、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。 

 (1) 【 省 略 】 

 (2)  森林整備保全事事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以下、

「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス(以

下、テクリス)に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報とし

て作成した「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから監督職

員に送信される電子メールにより監督職員の確認を受けた上で、登録機関

に登録申請しなければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－14 条～第 1－40 条 【 省 略 】 

 

 

第２編 農業農村整備事業編 【 省 略 】 

 

第３編 森林整備保全事業編 

 

第１章 設計業務等一般 

第 1－1 条 使用する技術基準等 

１ 受注者は、設計業務等の実施にあたって、仕様書によるもののほか「治山技

術基準」、「林道規程」、「林道技術基準」、「民有林補助治山事業全体計画作成

等要領」、「治山流域別調査要領」、「森林整備保全事業設計積算要領」、「森林

土木木製構造物設計等指針」及びこれらに関連する諸基準等によるものとし、

最新の技術基準及び参考図書並びに特記仕様書に基づいて行うものとする。な

お、使用にあたっては、事前に調査職員の承諾を得なければならない。 

 

第 1－2 条 現地踏査 

１ 【 省 略 】 

２ 受注者は、発注者と合同で現地踏査を実施する場合は、実施後に確認した事

 

 

 

 

誤記修正 
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改  正  後 現     行 備 考 
項について整理し、提出しなければならない。なお、適用及び実施回数は特別

仕様書又は数量総括表による。 

 

第 1－3 条 【 省 略 】 

 

第 1－4 条 調査業務の内容 

  調査業務とは、第 1-2 条の現地踏査、文献等の資料収集、現地における観測・

測定等の内で、特別仕様書に示された項目を調査し、その結果の取りまとめを

行うことをいう。 

なお、同一の業務として、この調査結果を基にして解析及び検討を行うこと

についても、これを調査業務とする。 

 

第 1－5 条～第 1－9 条 【 省 略 】 

  

 第 1－10 条 調査業務及び計画業務の成果 

 １ 調査業務及び計画業務の成果は、特別仕様書に定めのない限り各調査業務及

び計画業務の内容を定めた各章の該当条文に定めたものとする。 

 ２ 受注者は、業務報告書の作成にあたって、その検討・解析結果等を特別仕様

書に定められた調査・計画項目に対応させて、その検討・解析等の過程と共に

とりまとめるものとする。 

 ３～４ 【 省 略 】 

 ５ 受注者は、成果物の作成にあたって、成果物一覧表又は特別仕様書によるも

のとする。 

 

第 1－11 条 設計業務の成果 

 １ 成果の内容については、次の各号についてとりまとめるものとする。 

なお、治山ダム設計Ｂの場合は、２の内容により取りまとめるものとする。 

(1) 【 省 略 】 

(2) 設計計算書等 

  計算項目は、この共通仕様書及び特別仕様書によるものとする。 

(3) 設計図書 

  設計図書は、特別仕様書に示す方法により作成するものとする。 

(4) 数量計算書 

   数量計算書は、森林整備保全事業設計積算要領別表「主要項目の数値基

準等」及び「森林整備保全事業数量算出要領」（林野庁・最新版）により行

うものとし、算出した結果は、工種別、区間別に取りまとめるものとする。 

ただし、概略設計及び予備設計については、特別仕様書に定めのある場

合を除き、一般図等に基づいて概略数量を算出するものとする。 

(5)～(7)【 省 略 】 

２ 治山ダム設計Ｂの成果品 

  (1) 【 省 略 】 

(2) 設計図面 

項について整理し、提出しなければならない。なお、適用及び実施回数は特記

仕様書又は数量総括表による。 

 

第 1－3 条 【 省 略 】 

 

第 1－4 条 調査業務の内容 

  調査業務とは、第 1-2 条の現地踏査、文献等の資料収集、現地における観測・

測定等の内で、特記仕様書に示された項目を調査し、その結果の取りまとめを

行うことをいう。 

なお、同一の業務として、この調査結果を基にして解析及び検討を行うこと

についても、これを調査業務とする。 

 

 第 1－5 条～第 1－9条 【 省 略 】 

  

 第 1－10 条 調査業務及び計画業務の成果 

 １ 調査業務及び計画業務の成果は、特記仕様書に定めのない限り各調査業務及

び計画業務の内容を定めた各章の該当条文に定めたものとする。 

 ２ 受注者は、業務報告書の作成にあたって、その検討・解析結果等を特記仕様

書に定められた調査・計画項目に対応させて、その検討・解析等の過程と共に

とりまとめるものとする。 

 ３～４ 【 省 略 】 

 ５ 受注者は、成果物の作成にあたって、成果物一覧表又は特記仕様書によるも

のとする。 

 

 第 1－11 条 設計業務の成果 

 １ 成果の内容については、次の各号についてとりまとめるものとする。 

なお、治山ダム設計Ｂの場合は、２の内容により取りまとめるものとする。 

(1) 【 省 略 】 

(2) 設計計算書等 

  計算項目は、この共通仕様書及び特記仕様書によるものとする。 

(3) 設計図書 

  設計図書は、特記仕様書に示す方法により作成するものとする。 

(4) 数量計算書 

   数量計算書は、森林整備保全事業設計積算要領別表「主要項目の数値基

準等」及び「森林整備保全事業数量算出要領」（林野庁・最新版）により行

うものとし、算出した結果は、工種別、区間別に取りまとめるものとする。 

ただし、概略設計及び予備設計については、特記仕様書に定めのある場

合を除き、一般図等に基づいて概略数量を算出するものとする。 

   (5)～(7)【 省 略 】 

 ２ 治山ダム設計Ｂの成果品 

  (1) 【 省 略 】 

  (2) 設計図面 

誤記修正 
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改  正  後 現     行 備 考 
設計図面は、標準仕様書及び特別仕様書により作成するものとする。 

  (3)～(4) 【 省 略 】 

 

 第 1－12 条～第 1－13 条 【 省 略 】 

 

第２章 治山設計業務 

第１節 治山ダム工設計 

第 2－1 条 【 省 略 】 

 

第 2－2 条 治山ダム工実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(2) 【 省 略 】 

 (3) 基本事項検討 

   【 省 略 】 

 (4) 施設設計 

   ア 本体工設計 

     受注者は、予定された計画地点の設計条件により、治山ダムの位置、

高さ及び構造等を決定し、設計計算及び計算結果に基づく施設設計図面

の作成を行うものとする。 

     なお、施設設計の範囲は、特別仕様書によるものとし、特別仕様書に

記載が無い場合は以下のとおりとする。 

    (ア)～(オ) 【 省 略 】 

(5)～(9) 【 省 略 】 

 

第 2－3 条 治山ダム（透水型・遮水型）実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(2) 【 省 略 】 

 (3) 基本事項検討 

    受注者は、現地踏査の結果及び設計条件等に基づき、実施計画に必要な

基本事項の検討を行うものとする。なお、検討結果を調査職員に報告しな

ければならない。 

 (4) 設計計画 

    受注者は、予定された計画地点の設計条件により、治山ダム等の位置、高

さ及び構造等を決定し、設計計算及び計算結果に基づく施設設計図面及びそ

の施設を施工するために必要な仮設計画図面の作成を行うものとする。 

    なお、施設設計の範囲は特別仕様書によるものとし、特別仕様書に記載が

無い場合は業務の着手時に施設設計の範囲を調査職員と協議しなければな

らない。 

 (5)～(7) 【 省 略 】 

 

    設計図面は、標準仕様書及び特記仕様書により作成するものとする。 

  (3)～(4) 【 省 略 】 

 

 第 1－12 条～第 1－13 条 【 省 略 】 

 

第２章 治山設計業務 

第１節 治山ダム工設計 

第 2－1 条 【 省 略 】 

 

第 2－2 条 治山ダム工実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(2) 【 省 略 】 

 (3) 基本事項決定 

   【 省 略 】 

 (4)施設設計 

   ア 本体工設計 

     受注者は、予定された計画地点の設計条件により、治山ダムの位置、

高さ及び構造等を決定し、設計計算及び計算結果に基づく施設設計図面

の作成を行うものとする。 

     なお、施設設計の範囲は、特記仕様書によるものとし、特記が無い場

合は以下のとおりとする。 

    (ア)～(オ) 【 省 略 】 

  (5)～(9) 【 省 略 】 

 

第 2－3 条 治山ダム（透水型・遮水型）実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(2) 【 省 略 】 

 (3) 基本事項検討 

    受注者は、現地踏査の結果及び設計条件等に基づき、実施計画に必要な基

本事項の検討を行うものとする。なお、検討結果を監督職員に報告しなけれ

ばならない。 

 (4) 設計計画 

    受注者は、予定された計画地点の設計条件により、治山ダム等の位置、高

さ及び構造等を決定し、設計計算及び計算結果に基づく施設設計図面及びそ

の施設を施工するために必要な仮設計画図面の作成を行うものとする。 

    なお、施設設計の範囲は特記仕様書によるものとし、特記が無い場合は業

務の着手時に施設設計の範囲を監督職員と協議しなければならない。 

 

 (5)～(7) 【 省 略 】 

 

誤記修正 
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改  正  後 現     行 備 考 
第 2－4 条 治山ダム（透過型）実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

(1) 設計計画 

  受注者は、業務の目的・趣旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容

を確認し、共通編第１章第 1-12 条業務計画書第２項に示す事項について業務

計画書を作成し、調査職員に提出するものとする。 

(2) 【 省 略 】 

(3) 基本事項検討 

  受注者、現地踏査の結果及び設計上検討に基づき、実施設計に必要な基本

事項の検討を行うものとする。なお、検討結果を調査職員に報告しなければ

ならない。 

(4) 施設設計 

  受注者は、予定された計画地点の設計条件により、治山ダム等の位置、高

さ及び構造等を決定し、設計計算及び計算結果に基づく施設設計図面及びそ

の施設を施工するために必要な仮設計画図面の作成を行うものとする。 

  なお、施設設計の範囲は特別仕様書によるものとし、特別仕様書に記載が

無い場合は業務の着手時に施設設計の範囲を調査職員と協議しなければなら

ない。 

(5)～(7)【 省 略 】 

 

第２節 流木対策調査 

第 2－5 条～第 2－6 条 【 省 略 】 

 

第 2－7 条 流木対策工予備設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(4)【 省 略 】 

 (5) 施設設計検討 

    受注者は、配置設計で立案した３案について設計計算を行い、施設設計を

行うものとする。 

   ア 施設設計の範囲 

     流木対策工の設計範囲、特別仕様書によるものとし、特別仕様書に記載

が無い場合は以下のとおりとおりとする。 

     (ア)～(イ)【 省 略 】 

   イ～エ 【 省 略 】 

 (6)～(11)【 省 略 】 

３ 【 省 略 】 

 

第 2－8 条 流木対策工実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

第 2－4 条 治山ダム（透過型）実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

(1) 設計計画 

  受注者は、業務の目的・趣旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容

を確認し、共通編第１章第 1-12 条業務計画書第２項に示す事項について業務

計画書を作成し、監督職員に提出するものとする。 

(2)【 省 略 】 

(3) 基本事項検討 

  受注者、現地踏査の結果及び設計上検討に基づき、実施設計に必要な基本

事項の検討を行うものとする。なお、検討結果を監督職員に報告しなければ

ならない。 

(4) 施設設計 

  受注者は、予定された計画地点の設計条件により、治山ダム等の位置、高

さ及び構造等を決定し、設計計算及び計算結果に基づく施設設計図面及びそ

の施設を施工するために必要な仮設計画図面の作成を行うものとする。 

  なお、施設設計の範囲は特記仕様書によるものとし、特記が無い場合は業

務の着手時に施設設計の範囲を監督職員と協議しなければならない。 

 

(5)～(7)【 省 略 】 

 

第２節 流木対策調査 

第 2－5 条～第 2－6 条 【 省 略 】 

 

第 2－7 条 流木対策工予備設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(4)【 省 略 】 

 (5) 施設設計検討 

    受注者は、配置設計で立案した３案について設計計算を行い、施設設計を

行うものとする。 

   ア 施設設計の範囲 

     流木対策工の設計範囲、特記仕様書によるものとし、特記が無い場合は

以下のとおりとおりとする。 

     (ア)～(イ)【 省 略 】 

   イ～エ 【 省 略 】 

 (6)～(11)【 省 略 】 

３ 【 省 略 】 

 

第 2－8 条 流木対策工実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
 (1)～(3)【 省 略 】 

 (4) 施設設計 

    受注者は、設計図書に示す設計条件及び決定した基本事項に基づき実施設

計を行うものとする。 

   ア 施設設計の範囲 

     流木対策工の設計範囲は、特別仕様書によるものとし、特別仕様書に記

載が無い場合は以下のとおりとする。 

    (ア)～(イ)【 省 略 】 

   イ～エ 【 省 略 】 

 (5)～(9)【 省 略 】 

３ 【 省 略 】 

 

第３節 流路工 

第 2－9 条 流路工実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(3)【 省 略 】 

 (4) 施設設計 

    受注者は、設計図書に示す設計条件及び決定した基本事項に基づき実施設

計を行うものとする。 

   ア 施設設計の範囲 

     流路工の設計範囲は、特別仕様書によるものとし、特別仕様書に記載が

無い場合は以下のとおりとする。 

    (ア)～(エ)【 省 略 】 

   イ～エ 【 省 略 】 

 (5)～(9)【 省 略 】 

３ 【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1)～(3)【 省 略 】 

 (4) 施設設計 

    受注者は、設計図書に示す設計条件及び決定した基本事項に基づき実施設

計を行うものとする。 

   ア 施設設計の範囲 

     流木対策工の設計範囲は、特記仕様書によるものとし、特記が無い場合

は以下のとおりとする。 

    (ア)～(イ)【 省 略 】 

   イ～エ 【 省 略 】 

 (5)～(9)【 省 略 】 

３ 【 省 略 】 

 

第３節 流路工 

第 2－9 条 流路工実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(3)【 省 略 】 

 (4) 施設設計 

    受注者は、設計図書に示す設計条件及び決定した基本事項に基づき実施設

計を行うものとする。 

   ア 施設設計の範囲 

     流路工の設計範囲は、特記仕様書によるものとし、特記が無い場合は以

下のとおりとする。 

    (ア)～(エ)【 省 略 】 

   イ～エ 【 省 略 】 

 (5)～(9)【 省 略 】 

３ 【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
第 2－10 条 

 受注者は、以下に示す成果物を作成し、共通編第 1 章第 1-18 条成果物の提出

に従い 1 部納品するものとする。 

１ 【 省 略 】 

 

２ 治山ダム設計Ａ（治山ダム詳細設計）の成果物 

 表３－２ 治山ダム設計Ａ（治山ダム詳細設計）の成果物一覧 
設計項目 成果物 縮尺 摘要 

現地踏査 
現地写真、ルートマップ 結果取

りまとめ 

 
 

基本事項検討 

(1) 地質条件 

(2) 設計条件 

(3) 環境条件 

  

施設設計検討 

(1) 設計計算書 

(2) 付属構造物の検討 

(3) 基礎工の検討 

(4) 本体工設計、設計計算、設計

図面作成 

(5) 基礎工設計 

(6) 景観設計 

  

施工計画及び仮設

構造物設計 

(1) 施工計画 

(2) 仮設構造物設計 
  

数量計算 数量計算書   

照査 照査報告書   

総合検討 
(1) 課題整理 

(2) 今後の調査事項 
  

報告書作成 報告書   

実施設計図 

(1) 全体図 

・位置図 

・平面図 

・縦断図 

 

・堆砂地横断図 

 

1:2,500～1:50,000 

1：500～1:1,000 

Ｈ＝1：200～1:1,000 

Ｖ＝1：100～1：200 

1：100～1：200 

 

(2) 構造図 

・構造図 

・付属構造物詳細図 

・横断図 

・掘削横断図 

・基礎工一般図 

 

1：50～1：100 

1：20～1：200 

1：100～1：200 

1：100～1：200 

1：100～1：200 

 

(3) 施工計画検討図 

・転流・水替え工法図 

・打設順序図 

・仮設工概略図 

 

1：100～1:1,000 

1：100～1:1,000 

1：50～1：200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2－10 条 

 受注者は、以下に示す成果物を作成し、共通編第 1 章第 1-18 条成果物の提出

に従い 1 部納品するものとする。 

１ 【 省 略 】 

 

２ 治山ダム設計Ａ（治山ダム詳細設計）の成果物 

 表３－２ 治山ダム設計Ａ（治山ダム詳細設計）の成果物一覧 
設計項目 成果物 縮尺 摘要 

現地踏査 
現地写真、ルートマップ 結果取

りまとめ 

 
 

基本事項決定 

(1) 地質条件 

(2) 設計条件 

(3) 環境条件 

  

施設設計検討 

(1) 設計計算書 

(2) 付属構造物の検討 

(3) 基礎工の検討 

(4) 本体工設計、設計計算、設計

図面作成 

(5) 基礎工設計 

(6) 景観設計 

  

施工計画及び仮設

構造物設計 

(1) 施工計画 

(2) 仮設構造物設計 
  

数量計算 数量計算書   

照査 照査報告書   

総合検討 
(1) 課題整理 

(2) 今後の調査事項 
  

報告書作成 報告書   

実施設計図 

(1) 全体図 

・位置図 

・平面図 

・縦断図 

 

・堆砂地横断図 

 

1:2,500～1:50,000 

1：500～1:1,000 

Ｈ＝1：200～1:1,000 

Ｖ＝1：100～1：200 

1：100～1：200 

 

(2) 構造図 

・構造図 

・付属構造物詳細図 

・横断図 

・掘削横断図 

・基礎工一般図 

 

1：50～1：100 

1：20～1：200 

1：100～1：200 

1：100～1：200 

1：100～1：200 

 

(3) 施工計画検討図 

・転流・水替え工法図 

・打設順序図 

・仮設工概略図 

 

1：100～1:1,000 

1：100～1:1,000 

1：50～1：200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
３ 治山ダム設計Ｂ実施設計の成果物 

表３－３ 治山ダム設計Ｂ実施設計の成果物 
設計項目 成果物 縮尺 摘要 

設計計画 

現地踏査 

基本事項検討 

施設設計 

設計説明書作成 

設計説明書 

現地踏査とりまとめ結果 

現地写真 

 

Ａ４縦 

施設設計 図
面
類 

位置図 1/50,000 
原則として国土地理

院作成の地形図 

平面図 1/1,000以上  

縦断面図 1/1,000以上  

横断面図 1/1,000以上  

構造図 1/100以上  

掘削（床掘り）図 構造図と同縮尺  

間詰及び埋戻し図 構造図と同縮尺  

仮設図 調査職員と協議  

その他図面 調査職員と協議  

数量計算 数量計算書   

 
使用した理論、計算式、文献

等 
  

 その他  特別仕様書による 

照査 照査報告書   

 

４～９ 【 省 略 】 

 

第４節 山腹工等 

第 2－11 条 山腹工設計 

１ 設計内容 

  山腹工の設計は、次の各号によるものとする。 

 (1) 現地調査 

 (2) 基本事項の検討 

 (3) 山腹工の設計 

２ 【 省 略 】 

３ 現地調査 

  山腹工の工種、配置、構造、規格及び施工方法等の決定に必要な自然的特性、

社会経済的条件の調査並びに資料収集を行うものとする。[削除] 

４ 基本事項の検討 

  現地調査の結果及び設計条件等に基づき、複数案を比較して工種工法等の基

本的事項を定め、基礎工・緑化工等各工種及び構造物の配置を決定するものと

する。 

５ 山腹工の設計 

  山腹工の設計は、次の各号によるものとする。 

 (1) 施設計画 

    基本事項の検討の結果に基づき、土留工、水路工、のり切工等の山腹工の

工種、型式、規模、構造等を決定する。工事施工上必要な資材などの運搬方

法等の仮設計画も含める。 

 (2)～(5)【 省 略 】 

３ 治山ダム設計Ｂ実施設計の成果物 

表３－３ 治山ダム設計Ｂ実施設計の成果物 
設計項目 成果物 縮尺 摘要 

設計計画 

現地踏査 

基本事項検討 

施設設計 

設計説明書作成 

設計説明書 

現地踏査とりまとめ結果 

現地写真 

 

Ａ４縦 

施設設計 図
面
類 

位置図 1/50,000 
原則として国土地理

院作成の地形図 

平面図 1/1,000以上  

縦断面図 1/1,000以上  

横断面図 1/1,000以上  

構造図 1/100以上  

掘削（床掘り）図 構造図と同縮尺  

間詰及び埋戻し図 構造図と同縮尺  

仮設図 監督職員と協議  

その他図面 監督職員と協議  

数量計算 数量計算書   

 
使用した理論、計算式、文献

等 
  

 その他  特記仕様書による 

照査 照査報告書   

 

４～９ 【 省 略 】 

 

第４節 山腹工等 

第 2－11 条 山腹工設計 

１ 設計内容 

  山腹工の設計は、次の各号によるものとする。 

 (1) 現地調査 

 (2) 基本事項の決定 

 (3) 山腹工の設計 

２ 【 省 略 】 

３ 現地調査 

  山腹工の工種、配置、構造、規格及び施工方法等の決定に必要な自然的特性、

社会経済的条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画があ

る場合は、現地確認を行うものとする。 

４ 基本事項の決定 

  現地調査の結果及び設計条件等に基づき、[追記]工種工法等の基本的事項を

定め、基礎工・緑化工等各工種及び構造物の配置を決定するものとする。 

５ 山腹工の設計 

  山腹工の設計は、次の各号によるものとする。 

 (1) 施設計画 

    基本事項の決定に基づき、土留工、水路工、のり切工等の山腹工の工種、

型式、規模、構造等を決定する。工事施工上必要な資材などの運搬方法等の

仮設計画も含める。 

 (2)～(5)【 省 略 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

削除 

 

誤記修正 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
 

第 2－12 条～第 2－15 条 【 省 略 】 

 

第 2－16 条 保安林整備の設計 

１ 設計内容 

  [削除]保安林整備の設計の設計は、次の各号によるものとする。 

  (1)～(3)【 省 略 】 

 ２～５ 【 省 略 】 

 

 第 2－17 条～第 2－19 条 【 省 略 】 

 

 第５節 地すべり防止工 

 第 2－20 条～第 2－21 条 【 省 略 】 

 

 第 2－22 条 抑制工の設計 

 １～５ 【 省 略 】 

 ６ 集水井工の設計 

  (1)～(2)【 省 略 】 

  (3) 設計図作成 

     平面図、配置図、断面図、構造図、標準図、縦断面図及び横断面図等を作

成し、必要に応じて各部の詳細構造図を作成する[削除]。 

  (4)～(5)【 省 略 】 

 ７～13 【 省 略 】 

  

 第 2－23 条 【 省 略 】 

 

 第 2－24 条 治山ダム工等の設計 

   第 2－2 条 治山ダム工実施設計に準ずる。 

 

 第 2－25 条 土留工等の設計 

   第 2－11 条 山腹工設計に準ずる。 

 

 第 2－26 条～第 2－27 条 【 省 略 】 

 

 第３章 治山計画作成等業務 

 第１節 山地治山等調査 

 第 3－1 条～第 3－9条 【 省 略 】 

  

 第 3－10 条 荒廃危険地調査 

   荒廃危険地調査は、崩壊の発生、土石流の発生、流木の発生の危険性がある

箇所及び発生時の状況等を推定するため、次の各号により調査を行うものとす

る。 

 

第 2－12 条～第 2－15 条 【 省 略 】 

 

第 2－16 条 保安林整備の設計 

１ 設計内容 

  土保安林整備の設計の設計は、次の各号によるものとする。 

  (1)～(3)【 省 略 】 

 ２～５ 【 省 略 】 

  

 第 2－17 条～第 2－19 条 【 省 略 】 

 

 第５節 地すべり防止工 

 第 2－20 条～第 2－21 条 【 省 略 】 

 

 第 2－22 条 抑制工の設計 

 １～５ 【 省 略 】 

 ６ 集水井工の設計 

  (1)～(2)【 省 略 】 

  (3) 設計図作成 

     平面図、配置図、断面図、構造図、標準図、縦断面図及び横断面図等を作

成し、必要に応じて各部の詳細構造図を作成するもの。 

  (4)～(5)【 省 略 】 

 ７～13 【 省 略 】 

  

 第 2－23 条 【 省 略 】 

 

 第 2－24 条 治山ダム工等の設計 

   第 2－2 条 渓間工実施設計に準ずる。 

  

 第 2－25 条 土留工等の設計 

   第 2－9 条 山腹工設計に準ずる。 

 

 第 2－26 条～第 2－27 条 【 省 略 】 

 

 第３章 治山計画作成等業務 

 第１節 山地治山等調査 

 第 3－1 条～第 3－9条 【 省 略 】 

  

 第 3－10 条 荒廃危険地調査 

   荒廃危険地調査は、崩壊の発生、土石流の発生、流木の発生の危険性がある

箇所及び発生時の状況等を推定するため、次の各号により調査を行うものとす

る。 
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(1)～(2)【 省 略 】 

(3) 流木発生の推定 

     崩壊及び土石流発生の推定を行った後、その範囲に存在する立木、また、

山腹斜面における倒木や渓床に堆積している流木から、流木発生及び流木

量を推定する。 

 

第 3－11 条～第 3－18 条 【 省 略 】 

 

第２節 全体計画の作成 

第 3－19 条～第 3－26 条 【 省 略 】 

 

第 3－27 条 報告書の作成 

  受注者は、業務の成果として、第１章第 1－10 条調査業務及び計画業務の成

果に準じて報告書を作成するものとする。 

１～２ 【 省 略 】 

３ 成果品は、次の項目について、必要なものを作成するものとする。 

  〇調査目的 

  〇調査項目 

  〇調査方法 

  〇調査収集資料分析検討書 

  〇現地写真 

  〇林況（森林面積、主要樹種、保安林種、面積等） 

  〇自然的特性現況概要書・図 

  〇荒廃地等現況概要書・図 

  〇保全対象区域現況概要書・図 

  〇治山施設等整備検討書 

  〇治山施設等施工計画書 

  〇工種別数量等概算所 

  〇施工予定期間検討書 

  〇全体計画図（縮尺＝特別仕様書による） 

  〇その他必要事項に関するもの 

 

第３節 治山流域別調査 

第 3－28 条～第 3－40 条 【 省 略 】 

 

第 3－41 条 森林調査 

  林況・植生の現地調査は、既存資料による調査を補完するもので、次の各号

の方法があり、調査方法は設計図書又は調査職員と協議し現地の状況に応じて

選択するものとする。 

 (1) コドラート法 

    コドラート法は、出現植物の種類やその生育状況、現存植生の配置等を面

的に把握するもので、標本区は草地や林分を代表する標準的な位置とする

   (1)～(2)【 省 略 】 

   (3) 流木発生の推定 

      崩壊及び土石流発生の推定を行った後、その範囲に存在する立木、また、

山腹斜面における倒木や渓床に体積している流木から、流木発生及び流木

量を推定する。 

 

第 3－11 条～第 3－18 条 【 省 略 】 

 

第２節 全体計画の作成 

第 3－19 条～第 3－26 条 【 省 略 】 

 

第 3－27 条 報告書の作成 

  受注者は、業務の成果として、第１章第 1－10 条調査業務及び計画業務の成

果に準じて報告書を作成するものとする。 

１～２ 【 省 略 】 

３ 成果品は、次の項目について、必要なものを作成するものとする。 

  〇調査目的 

  〇調査項目 

  〇調査方法 

  〇調査収集資料分析検討書 

  〇現地写真 

  〇林況（森林面積、主要樹種、保安林種、面積等） 

  〇自然的特性現況概要書・図 

  〇荒廃地等現況概要書・図 

  〇保全対象区域現況概要書・図 

  〇治山施設等整備検討書 

  〇治山施設等施工計画書 

  〇工種別数量等概算所 

  〇施工予定期間検討書 

  〇全体計画図（縮尺＝特記仕様書による） 

  〇その他必要事項に関するもの 

 

第３節 治山流域別調査 

第 3－28 条～第 3－40 条 【 省 略 】 

 

第 3－41 条 森林調査 

  林況・植生の現地調査は、既存資料による調査を補完するもので、次の各号

の方法があり、調査方法は設計図書又は調査職員と協議し現地の状況に応じて

選択するものとする。 

 (1) コドラート法 

    コドラート法は、出現植物の種類やその生育状況、現存植生の配置等を面

的に把握するもので、標本区は草地や林分を代表する標準的な位置とする
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が、標本区数は特別仕様書による。 

(2) ライントランセクト法 

   ライントランセクト法は、樹木の種類や配置、出現頻度等を、線的な縦断

方向で把握し、林相断面図を作成するために実施する。林分の階層構造を把

握するために、縦断線上に樹冠（クローネ）がかかる植生を調べる。標本区

の長さは、構成主体樹木の樹高の２倍程度とするが、標本区数は特別仕様書

による。 

(3)～(4)【 省 略 】 

 

第 3－42 条～第 3－46 条 【 省 略 】 

 

第４章 【 省 略 】 

 

第５章 林道設計 

第１節 林道設計 

第 5－1 条～第 5－2 条 【 省 略 】 

 

第 5－3 条 林道実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(3)【 省 略 】 

 (4) 構造物設計計画 

   ア 小構造物設計 

     受注者は、原則として応力計算を必要とせず標準設計図集等※から設計

できるもので、石積またはブロック積擁壁、コンクリート擁壁（高さ５ｍ

以下）、管渠、側溝、法面保護工、水路（幅２ｍ以下または延長 100ｍ以下）、

集水桝、防護柵工等を設計するものとする。 

    ※標準設計図集等は、特別仕様書に定めるものとする。 

   イ～ウ 【 省 略 】 

 (5)【 省 略 】 

 (6) 設計図 

   ア～オ 【 省 略 】 

   カ 詳細図（構造物展開図） 

     特別仕様書に定める標準設計図集以外の構造物を使用する場合は、構造

寸法及び数量表を記入した詳細図を作成するものとする。 

 (7)～(9)【 省 略 】 

 (10) 特別仕様書作成 

    工事の施工に必要な特別仕様書を作成するものとする。 

 (11)～(12)【 省 略 】 

 

 第 5－4 条 一車線林道実施設計 

１ 【 省 略 】 

が、標本区数は特記仕様書による。 

(2) ライントランセクト法 

   ライントランセクト法は、樹木の種類や配置、出現頻度等を、線的な縦断

方向で把握し、林相断面図を作成するために実施する。林分の階層構造を把

握するために、縦断線上に樹冠（クローネ）がかかる植生を調べる。標本区

の長さは、構成主体樹木の樹高の２倍程度とするが、標本区数は特記仕様書

による。 

(3)～(4)【 省 略 】 

 

第 3－42 条～第 3－46 条 【 省 略 】 

 

第４章 【 省 略 】 

 

第５章 林道設計 

第１節 林道設計 

第 5－1 条～第 5－2 条 【 省 略 】 

 

第 5－3 条 林道実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

 (1)～(3)【 省 略 】 

 (4) 構造物設計計画 

   ア 小構造物設計 

     受注者は、原則として応力計算を必要とせず標準設計図集等※から設計

できるもので、石積またはブロック積擁壁、コンクリート擁壁（高さ５ｍ

以下）、管渠、側溝、法面保護工、水路（幅２ｍ以下または延長 100ｍ以下）、

集水桝、防護柵工等を設計するものとする。 

    ※標準設計図集等は、特記仕様書に定めるものとする。 

   イ～ウ 【 省 略 】 

 (5) 【 省 略 】 

 (6) 設計図 

   ア～オ 【 省 略 】 

   カ 詳細図（構造物展開図） 

     特記仕様書に定める標準設計図集以外の構造物を使用する場合は、構造

寸法及び数量表を記入した詳細図を作成するものとする。 

 (7)～(9)【 省 略 】 

 (10) 特記仕様書作成 

    工事の施工に必要な特記仕様書を作成するものとする。 

 (11)～(12)【 省 略 】 

 

 第 5－4 条 一車線林道実施設計 

１ 【 省 略 】 
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２ 業務内容 

(1)～(4)【 省 略 】 

 (5) 構造物設計計画 

   ア 小構造物設計 

     受注者は、原則として応力計算を必要とせず標準設計図集等※から設計

できるもので、石積またはブロック積擁壁、コンクリート擁壁（高さ 5ｍ

以下）、管渠、側溝、法面保護工、水路（幅 2ｍ以下または延長 100m 以下）、

集水桝、防護柵工等を設計するものとする。なお、必要に応じ展開図を作

成するものとする。 

※標準設計図集等は、特別仕様書に定めるものとする。 

   イ 【 省 略 】 

  (6) 設計図 

   ア～オ 【 省 略 】 

   カ 詳細図（構造物展開図） 

      特別仕様書に定める標準設計図集以外の構造物を使用する場合は、構造

寸法及び数量表を記入した詳細図を作成するものとする。 

  (7)～(9)【 省 略 】 

  (10) 特別仕様書作成 

    工事の施工に必要な特別仕様書を作成するものとする。 

  (11)～(12)【 省 略 】 

 

第２節 一般構造物設計 

第 5－5 条～第 5－6 条 【 省 略 】 

 

第 5－7 条 一般構造物実施設計 

１～２ 【 省 略 】 

３ 貸与資料 

  発注者が貸与する資料は、特別仕様書による。 

 

第 5－8 条 落石防護柵実施設計 

１～２ 【 省 略 】 

３ 貸与資料 

  発注者が貸与する資料は、特別仕様書による。 

 

第 5－9 条 一般構造物基礎工実施設計 

１～２ 【 省 略 】 

３ 貸与資料 

  発注者が貸与する資料は特別仕様書による。 

 

第３節 橋梁 

第 5－10 条 【 省 略 】 

 

２ 業務内容 

(1)～(4)【 省 略 】 

 (5) 構造物設計計画 

   ア 小構造物設計 

     受注者は、原則として応力計算を必要とせず標準設計図集等※から設計

できるもので、石積またはブロック積擁壁、コンクリート擁壁（高さ 5ｍ

以下）、管渠、側溝、法面保護工、水路（幅 2ｍ以下または延長 100m 以下）、

集水桝、防護柵工等を設計するものとする。なお、必要に応じ展開図を作

成するものとする。 

※標準設計図集等は、特記仕様書に定めるものとする。 

   イ 【 省 略 】 

  (6) 設計図 

   ア～オ 【 省 略 】 

   カ 詳細図（構造物展開図） 

      特記仕様書に定める標準設計図集以外の構造物を使用する場合は、構造

寸法及び数量表を記入した詳細図を作成するものとする。 

  (7)～(9)【 省 略 】 

  (10) 特記仕様書作成 

    工事の施工に必要な特記仕様書を作成するものとする。 

  (11)～(12)【 省 略 】 

 

第２節 一般構造物設計 

第 5－5 条～第 5－6 条 【 省 略 】 

 

第 5－7 条 一般構造物実施設計 

１～２ 【 省 略 】 

３ 貸与資料 

  発注者が貸与する資料は、特記仕様書による。 

 

第 5－8 条 落石防護柵実施設計 

１～２ 【 省 略 】 

３ 貸与資料 

  発注者が貸与する資料は、特記仕様書による。 

 

第 5－9 条 一般構造物基礎工実施設計 

１～２ 【 省 略 】 

３ 貸与資料 

  発注者が貸与する資料は特記仕様書による。 

 

第３節 橋梁 

第 5－10 条 【 省 略 】 
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第 5－11 条 橋梁予備設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

(1)～(7)【 省 略 】 

(8) 景観検討 

   受注者は、特別仕様書又は数量総括表に定めのある場合には、橋梁形式の

選定に必要な概略の景観検討を行うものとする。 

(9)～(13)【 省 略 】 

 ３ 貸与資料 

   発注者が貸与する資料は、特別仕様書による。  

 

第 5－12 条 橋梁実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

(1)～(7)【 省 略 】 

(8) 景観検討 

  受注者は、特別仕様書又は数量総括表に定めのある場合には、橋梁形式の

選定に必要な概略の景観検討を行うものとする。 

(9)～(13)【 省 略 】 

 ３ 貸与資料 

   発注者が貸与する資料は、特別仕様書による。  

 

第６章 林道全体計画調査 

第 6－1 条～第 6－3 条 【 省 略 】 

 

第 6－4 条 自然環境等調査 

１～４ 【 省 略 】 

５ 植物調査 

  植物調査は、次の各号より行うものとする。 

 (1)【 省 略 】 

 (2) 調査方法 

   ア 【 省 略 】 

   イ 現地調査 

    (ｱ)自然度の高い群落等 

      調査職員の指示又は特別仕様書に基づき、プロット調査等によりその

群落の実態を把握する。 

    (ｲ)特に貴重な植物個体、植物種、植物群落がある場合 

      調査職員の指示又は特別仕様書に基づき、調査報告書、研究論文等の

収集、地域の有識者からの聞き取り及び詳細な現地調査を行う。 

 (3)【 省 略 】 

６ 動物調査 

  動物調査は、次の各号により行うものとする。 

第 5－11 条 橋梁予備設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

(1)～(7)【 省 略 】 

(8) 景観検討 

   受注者は、特記仕様書又は数量総括表に定めのある場合には、橋梁形式の

選定に必要な概略の景観検討を行うものとする。 

(9)～(13)【 省 略 】 

 ３ 貸与資料 

   発注者が貸与する資料は、特記仕様書による。  

 

第 5－12 条 橋梁実施設計 

１ 【 省 略 】 

２ 業務内容 

(1)～(7)【 省 略 】 

(8) 景観検討 

  受注者は、特記仕様書又は数量総括表に定めのある場合には、橋梁形式の

選定に必要な概略の景観検討を行うものとする。 

(9)～(13)【 省 略 】 

 ３ 貸与資料 

   発注者が貸与する資料は、特記仕様書による。  

 

第６章 林道全体計画調査 

第 6－1 条～第 6－3 条 【 省 略 】 

 

第 6－4 条 自然環境等調査 

１～４ 【 省 略 】 

５ 植物調査 

  植物調査は、次の各号より行うものとする。 

 (1)【 省 略 】 

 (2) 調査方法 

   ア 【 省 略 】 

   イ 現地調査 

    (ｱ)自然度の高い群落等 

      調査職員の指示又は特記仕様書に基づき、プロット調査等によりその

群落の実態を把握する。 

    (ｲ)特に貴重な植物個体、植物種、植物群落がある場合 

      調査職員の指示又は特記仕様書に基づき、調査報告書、研究論文等の

収集、地域の有識者からの聞き取り及び詳細な現地調査を行う。 

 (3)【 省 略 】 

６ 動物調査 

  動物調査は、次の各号により行うものとする。 
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誤記修正 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
 (1)【 省 略 】 

 (2) 調査方法 

   ア 【 省 略 】 

   イ 現地調査 

     特に保護を要する動物が生息する場合は、調査職員の指示又は特別仕様

書に基づき、ほ乳類、鳥類、は虫類、両生類、昆虫、魚類等に細分し、調

査報告書、研究論文等の収集、地域の有識者からの聞き取り及び詳細な現

地調査を行う。 

 (3)【 省 略 】 

７ 荒廃地調査 

  荒廃地調査は、次の各号により行うものとする。 

 (1)【 省 略 】 

 (2) 調査方法 

   ア 【 省 略 】 

   イ 現地調査 

     著しい荒廃地等が存在し、現地調査を行う必要がある場合には、調査職

員の指示又は特別仕様書に基づき、調査報告書、研究論文等の収集、地域

の有識者からの聞き取り及び詳細な現地調査を行う。 

 (3)【 省 略 】 

８～13 【 省 略 】 

 

第 6－5 条～第 6－8 条 【 省 略 】 

 

第７章 【 省 略 】 

 (1)【 省 略 】 

 (2) 調査方法 

   ア 【 省 略 】 

   イ 現地調査 

     特に保護を要する動物が生息する場合は、調査職員の指示又は特記仕様

書に基づき、ほ乳類、鳥類、は虫類、両生類、昆虫、魚類等に細分し、調

査報告書、研究論文等の収集、地域の有識者からの聞き取り及び詳細な現

地調査を行う。 

 (3)【 省 略 】 

７ 荒廃地調査 

  荒廃地調査は、次の各号により行うものとする。 

 (1)【 省 略 】 

 (2) 調査方法 

   ア 【 省 略 】 

   イ 現地調査 

     著しい荒廃地等が存在し、現地調査を行う必要がある場合には、調査職

員の指示又は特記仕様書に基づき、調査報告書、研究論文等の収集、地域

の有識者からの聞き取り及び詳細な現地調査を行う。 

 (3)【 省 略 】 

８～13 【 省 略 】 

 

第 6－5 条～第 6－8 条 【 省 略 】 

 

第７章 【 省 略 】  

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
第１章 共通編 

 

第 1－1 条 【 省 略 】 

 

第 1－2 条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(26) 【 省 略 】 

(27)「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、

記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。手渡しの他に、[削除]

電子メール等により伝達できるものとする。 

 (28)～(37) 【 省 略 】 

 

第 1－3 条～第 1－13 条 【 省 略 】 

 

第 1－14 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の変更

時、業務完了時において、業務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

 (1)【 省 略 】 

 (2)森林整備保全[削除]事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以

下、「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス（以

下、テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作

成した「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから調査職員に送信

される電子メールにより調査職員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請を

しなければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－15 条 【 省 略 】 

 

第 1－16 条 関係官公庁への手続等 

１ 受注者は、測量業務等の実施に当たっては、発注者が行う測量法に規定する

公共測量に係る諸手続等、関係官公庁等への手続きの際に協力しなければなら

ない。 

  また、受注者は、測量業務等を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続

きが必要な場合には、速やかに行わなければならない。 

２ 【 省 略 】 

３ 受注者は、測量法第 21 条（永久標識及び一時標識に関する通知）、第 23 条

（永久標識及び一時標識の移転、撤去及び廃棄）、第 36 条（計画書についての助

言）、第 37 条（公共測量の表示等）、第 40 条（測量成果の提出）等の届出に必要

な資料を作成し調査職員に提出しなければならない。また、規定第 14 条に基づ

く測量成果の検定を行わなければならない。 

 

第１章 共通編 

 

第 1－1 条 【 省 略 】 

 

第 1－2 条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

 (1)～(26) 【 省 略 】 

 (27)「書面」とは、手書き、印刷物等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、

記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。緊急を要する場合は

ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるものとする。 

 (28)～(37) 【 省 略 】 

 

第 1－3 条～第 1－13 条 【 省 略 】 

 

第 1－14 条 業務実績データの作成及び登録 

１ 受注者は、委託料が 500 万円以上の業務について、受注時、登録内容の変更

時、業務完了時において、業務実績情報を当該事業の登録機関に登録しなけれ

ばならない。 

 (1)【 省 略 】 

 (2)森林整備保全事事業は、一般社団法人日本建設総合情報センター（以下、

「JACIC」という。）が実施している測量調査設計業務実績情報サービス（以下、

テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成し

た「登録のための確認のお願い」を書面又はテクリスから監督職員に送信され

る電子メールにより監督職員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請をしな

ければならない。 

２ 【 省 略 】 

 

第 1－15 条 【 省 略 】 

 

第 1－16 条 関係官公庁への手続等 

１ 受注者は、測量業務等の実施に当たっては、発注者が行う[追記]関係官公庁

等への手続きの際に協力しなければならない。 

  また、受注者は、測量業務等を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続

きが必要な場合には、速やかに行わなければならない。 

 

２ 【 省 略 】 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時以外も電子メール等で

伝達が可能であることを明記 
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公共測量に関する記述を追記 

 

 

 

 

 

測量法に基づく届出に必要な

資料の作成について追記 

 

 

 

 



新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
第 1－17 条 地元関係者との交渉等 

１ 契約書第 11 条に定める地元関係者への説明、交渉等は、発注者又は調査職

員が行うものとするが、受注者は、調査職員の指示がある場合には、これに協

力しなければならない。これらの交渉に当たり受注者は、地元関係者に誠意を

もって接するものとし、交渉等の内容を随時、調査職員に報告し、指示が有れ

ばそれに従わなければならない。 

２～４ 【 省 略 】 

 

第 1－18 条～第 1－42 条 【 省 略 】 

 

 

第２章 【 省 略 】 

 

 

第３章 権利調査 

第 3－1 条 【 省 略 】 

 

第 3－2 条 地図の転写 

   地図の転写は、調査区域について管轄登記所に備付けてある地図（不動産

登記法（平成 16 年法律第 123 号）第 14 条第１項又は同条第４項の規定によ

り管轄登記所に備える地図又は地図に準ずる図面をいう。以下同じ。）を次

の各号に定める方法により行うものとする。この場合において、土地改良事

業及び土地区画整理事業の箇所で、換地処分が行われる計画があるものにつ

いては、調査職員の指示により、その換地計画図の転写も併せて行うものと

する。 

  (1)～(3)【 省 略 】 

２ 【 省 略 】 

 

第 3－3 条 【 省 略 】 

 

第 3－4 条 建物登記簿等の調査 

   建物の登記記録の調査は、第 3－2 条で作成した地図から調査区域内の建

物にかかわる次の各号に掲げる登記事項について行うものとする。 

  (1)～(6)【 省 略 】 

 

第 3－5 条～第 3－6 条 【 省 略 】 

 

 

第４章 土地の測量 

 

第 4－1 条 土地の測量の原則 

   土地の測量とは、土地及び境界等について調査し、用地取得等に必要な資

第 1－17 条 地元関係者との交渉等 

１ 契約書第 11 条に定める地元関係者への説明、交渉等は、発注者又は調査職

員が行うものとするが、受注者は、調査職員の指示がある場合には、これに協

力しなければならない。これらの交渉に当たり受注者は、地元関係者に誠意を

もって接するものとし、交渉等の内容を随時、監督職員に報告し、指示が有れ

ばそれに従わなければならない。 

２～４ 【 省 略 】 

 

第 1－18 条～第 1－42 条 【 省 略 】 

 

 

第２章 【 省 略 】 

 

 

第３章 権利調査 

第 3－1 条 【 省 略 】 

 

第 3－2 条 地図の転写 

   地図の転写は、調査区域について管轄登記所に備付けてある地図（不動産

登記法（平成 16 年法律第 123 号）第 14 条第１項又は同条第４項の規定によ

り管轄登記所に備える地図又は地図に準ずる図面をいう。以下同じ。）を次

の各号に定める方法により行うものとする。この場合において、土地改良事

業及び土地区画整理事業の箇所で、換地処分が行われる計画があるものにつ

いては、監督職員の指示により、その換地計画図の転写も併せて行うものと

する。 

  (1)～(3)【 省 略 】 

２ 【 省 略 】 

 

第 3－3 条 【 省 略 】 

 

第 3－4 条 建物登記簿等の調査 

   建物の登記記録の調査は、第 41 条で作成した地図から調査区域内の建物

にかかわる次の各号に掲げる登記事項について行うものとする。 

  (1)～(6)【 省 略 】 

 

第 3－5 条～第 3－6 条 【 省 略 】 

 

 

第４章土地の測量 

 

第 4－1 条 土地の測量の原則 

   土地の測量とは、土地及び境界等について調査し、用地取得等に必要な資
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新 旧 対 照 表  【 業務共通仕様書 】  調査   測量   設計    用地   

 

改  正  後 現     行 備 考 
料及び図面を作成する作業をいい、原則として「富山県公共測量作業規定」

（平成 20 年８月 26 日付国国地発第 426 号国土交通大臣承認。以下「測量作

業規定」という。）によるほか、以下第 4－3 条から第 4－8 条により行うも

の。 

第 4－2 条～第 4－5 条 【 省 略 】 

 

第 4－6 条 用地実測図の作成 

１ 【 省 略 】 

２ 用地実測図の縮尺は、原則として縮尺 500 分の１（土地が市街地地域にあっ

ては、調査職員の指示により縮尺 250 分の１とすることができる。）とするも

のとする。 

３ 【 省 略 】 

 

第 4－7 条 用地平面図等の作成 

   用地平面図等の作成は、用地実測図から調査職員が指示する項目を抽出し

作成するものとする。 

 

第 4－8 条 【 省 略 】 

 

 

第５章 登記資料収集整理等 

 

第 5－1 条～第 5－2 条 【 省 略 】 

 

第 5－3 条 協議 

   受注者は第 5－1 条で規定する資料等の収集整理に当たり、管轄登記所等

との折衝の結果、その処理に困難なものがある場合には、調査職員と協議し、

指示を受けるものとする。 

 

第 5－4 条 【 省 略 】 

 

 

第６章～第７章 【 省 略 】 

 

料及び図面を作成する作業をいい、原則として「富山県公共測量作業規定」

（平成 20 年８月 26 日付国国地発第 426 号国土交通大臣承認。以下「測量作

業規定」という。）によるほか、以下第 46 条から 52 条により行うもの。 

 

第 4－2 条～第 4－5 条 【 省 略 】 

 

第 4－6 条 用地実測図の作成 

１ 【 省 略 】 

２ 用地実測図の縮尺は、原則として縮尺 500 分の１（土地が市街地地域にあっ

ては、監督職員の指示により縮尺 250 分の１とすることができる。）とするも

のとする。 

３ 【 省 略 】 

 

第 4－7 条 用地平面図等の作成 

   用地平面図等の作成は、用地実測図から監督職員が指示する項目を抽出し

作成するものとする。 

 

第 4－8 条 【 省 略 】 

 

 

第５章 登記資料収集整理等 

 

第 5－1 条～第 5－2 条 【 省 略 】 

 

第 5－3 条 協議 

   受注者は第 53 条で規定する資料等の収集整理に当たり、管轄登記所等と

の折衝の結果、その処理に困難なものがある場合には、調査職員と協議し、

指示を受けるものとする。 

 

第 5－4 条 【 省 略 】 

 

 

第６章～第７章 【 省 略 】 

 

 

誤記修正 
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